
採用者 退職者

職員数 266 31 29

平成２６年 平成２７年
議　　　会 3 3 0
総務企画 49 52 3
税　　　務 15 15 0
民　　　生 30 30 0
衛　　　生 46 46 0
農林水産 9 9 0
商　　　工 4 5 1
土　　　木 21 20 △ 1
小　　　計 177 180 3
教　　　育 49 48 △ 1
小　　　計 49 48 △ 1
病　　　院 28 28 0
下 水 道 4 4 0
そ の 他 8 8 0
小　　　計 40 40 0

266 268 2
（注）　上記の職員数は、一般職に属する職員数（教育長除く。）で、再任用職員も含んでいます。

区分 ２０歳未満 ２０歳～２３歳 ２４歳～２７歳 ２８歳～３１歳 ３２歳～３５歳 ３６歳～３９歳

職員数 0人 5人 24人 25人 21人 34人 （横につなげます）

４０歳～４３歳 ４４歳～４７歳 ４８歳～５１歳 ５２歳～５５歳 ５６歳～５９歳 ６０歳以上 計

28人 30人 17人 32人 39人 13人 268人

　（人数）

　　　　　　　　　（年度）

　　　　　　　　　（年度）

人事行政の運営状況を公表します

　市職員の給与や職員数、勤務条件などについてお知らせします。この公表は、　「相生市人事行政の運営等の状況の公表に関す
る条例」に基づくもので、人事行政の運営状況を市民の皆さまにお知らせし、その公平性と透明性を高めることを目的としていま
す。　※詳しい内容については、市ホームページをご覧下さい。
お問い合わせは、総務課職員係へ（ＴＥＬ　23-7126　ＦＡＸ　22-6439）

１　職員の任免及び職員数に関する状況
　（１）　職員の採用・退職の状況

Ｈ２６．４．１現在
Ｈ２６．４．２～Ｈ２７．４．１

Ｈ２７．４．１現在

268

　(２）部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

区分
職員数

増減数 主な増減理由

一
般
行
政
部
門

業務増による

東日本大震災被災地へ職員派遣による
欠員不補充による

部門行政特別
欠員不補充による

計
部
門

業
等
会

公
営
企

合計

　(３）年齢別職員構成の状況（平成２７年４月１日現在）

　(４）定員適正化計画の数値目標および進捗状況

　　ア　基本方針

　最小の経費で最大の効果が発揮できるよう、効率的かつ効果的な職員配置に努めるとともに、市民サ－ビスの維持・向上を図るための根幹である職員
資質の向上に努めてまいります。
　また、さらなるアウトソ－シングの推進など具体的な事務量の減が見込めない中、一定の職員数確保が必要であることから、長期的観点にたち、再任用
制度の積極的活用や新たな任用制度の検討を行うなど採用人数の平準化を図りながら、現行の職員数を基本としつつ、組織・機構、事務事業の見直しを
行い、職員数の適正化を図っていきます。

　　イ　第４次定員適正化計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　平成２２年４月１日職員数２８１人（市民病院に勤務する医師、技師、看護師の計２７人を除く。）から、西はりま消防組合移管職員３９人を除いた２４２人
を維持する。ただし、採用にあたっては、将来にわたり職員年齢構成等のひずみが生じないように年度ごとに平準化を図り、計画的に採用していくこととす
ることから、一時的に職員数の増減が生じることとなる。これに対しては、再任用職員等を活用することにより、市民サ－ビスの維持・向上を図ることとしま

（注）　第３次定員適正化計画では、職員数を平成17年度の354人に対して、平成22年度までに41人(11.6%)の削減を図ることを目標としていましたが、結果
46人（13.0％）の削減を達成しました。

　(５）職員数の推移

449
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住民基本台帳人口　　　 歳出額　 実質収支 人件費 人件費率
（年度末） Ａ Ｂ （Ｂ／Ａ）

２７．１．１　　　　　　　　　人 千円 千円 千円 ％ ％

30,660 13,824,161 508,966 2,101,114 15.2 14.7

職員数 一人当たり給与費

Ａ　　 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ (B/A)

人 千円 千円 千円 千円 千円

228 819,860 118,700 295,460 1,234,020 5,412

　　　２　給与費は予算に計上された額です。（退職手当は除く）

　　　①月例給

％　 ％　
0.34 0.27

　　　②特別給

月　 月　
4.10 4.10

　　　①給料表の見直し　　　　[実　施]

　　　　　　【給料表の改定実施時期】　平成２７年４月１日
　　　　　　【内　容】　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均１．８％引き下げ。
　　　　　　　　　　　　 激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

　　　②その他の見直し内容
　　　　　　管理職特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額
42.4歳 153人 314,300円 366,581円

平均給料月額
（Ａ）

52.5歳 37人 271,200円 292,451円

平均給料月額
（Ａ）

51.4歳 2人 256,100円 299,100円

平均給料月額
（Ａ）

46.6歳 7人 221,500円 228,371円

大学卒

高校卒

経験年数 経験年数 経験年数
１０年 １５年 ２０年

大学卒
252,375

―
304,425円 350,000円

高校卒 ― ― ―

　（４）給与制度の総合的見直しの実施状況について

２６年度

区分 年間支給月数
（参考）
　 国の年間支給月数

２６年度

（注）「年間支給月数」は、期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

２　職員の給与の状況

　（１）人件費の状況（普通会計決算）

区分 （参考）２５年度の人件費率

２６年度

（注）人件費には、市長、議員等特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

　（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

区分
給　　与　　費

２７年度

（注）１　特別職は除きます。　

　（５）職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況（平成２７年４月１日現在）
一般行政職

　（３）給与改定の状況

区分 給与改定率
（参考）
　　　 国の改定率

(参考）平成２６年４月１日現在、相生市のラスパイレス指数は９９．０で、県下
２９市中１６位となっています。なお、ラスパイレス指数とは、国の給与水準を１
００として、地方公務員の給与水準と比較するものです。

技能労務職（全体） (注）平均給与月額とは、給料と各種手当（職員手当）の合計額を平均したもの
です。平均年齢 職員数 平均給与月額

技能労務職（清掃員）

平均年齢 職員数 平均給与月額

技能労務職（学校給食員）

平均年齢 職員数 平均給与月額

　（６）職員の初任給の状況（平成２７年４月１日現在）

区　　分
相生市 国

決定初任給 決定初任給

一般行政職
180,800円 174,200円

146,500円 142,100円

　（７）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２７年４月１日現在）

区　　分

一般行政職
※対象者が不在の場合は、「－」としております。



１年前の構成比 ５年前の構成比

７級 部　　長 14人 9.5% 8.2% 9.5%

６級 課　　長 18人 12.2% 12.9% 14.3%

５級 主幹・課長補佐 23人 15.7% 16.3% 17.7%

４級 係長 26人 17.7% 20.4% 19.7%

３級 主任 15人 10.2% 10.9% 19.7%

２級 主事・技師 31人 21.1% 19.7% 14.3%

１級 主事・技師 20人 13.6% 11.6% 4.8%

計 147人 100.0% 100.0% 100.0%

　　　３　給与構造改革により、８級制から７級制へ給料表の級区分が変更されています。
　　　４　給与区分に対する標準的な職務の内容を明確なものとするため、平成２０年度から係長の区分を
　　　　３級から４級へ、課長補佐の区分を４級から５級に改正されています。

右記以外の職員
　勤務成績が極めて良好である職員 Ａ ８号給以上
　勤務成績が特に良好である職員 Ｂ ６号給
　勤務成績が良好である職員 Ｃ ４号給（２号給）
　勤務成績がやや良好でない職員 Ｄ ２号給（０号給）
　勤務成績が良好でない職員 Ｅ ０号給

　　①期末手当・勤勉手当の状況

期末手当 勤勉手当
　６月期 1.225月分 0.75月分
１２月期 1.375月分 0.75月分

計 2.60月分 1.5月分

　　②退職手当の状況（平成２７年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年
勤続20年 20.445月分 25.55625月分 勤続20年 20.445月分 25.55625月分
勤続25年 29.145月分 34.5825月分 勤続25年 29.145月分 34.5825月分
勤続35年 41.325月分 49.59月分 勤続35年 41.325月分 49.59月分

最高限度額 49.59月分 49.59月分 最高限度額 49.59月分 49.59月分
　その他の加算措置 　その他の加算措置
　　定年前早期退職特例措置（2%～45%加算） 　　定年前早期退職特例措置（2%～45%加算）
　１人当たり平均支給額

18,877千円

　　③特殊勤務手当の状況（平成２７年４月１日現在）
20.1%

107千円
手当の種類（手当数） 9

清掃作業従事手当

清掃作業従事手当

　　④時間外勤務手当の状況

　　⑤管理職手当の状況

　（８）一般行政職の級別職員数の状況（平成２７年４月１日現在）

区分
標準的な職務内

容
職員数 構成比

参考

（注）１　相生市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

　（９）昇給への勤務成績の反映状況
　職員の昇給は、毎年４月１日を基準日として、同日前１年間におけるその者の勤務成績に応じて行うこ
ととしています。そして、職員を昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号給数は、同日前１年間
の全部を良好な成績で勤務した職員の号給数を４号給とすることを標準として、以下に定める基準に基づ
き決定しています。

勤務成績 昇給区分
昇給の号給数

５５歳を超える職員
２号給以上
１号給
０号給
０号給
０号給

※（　　）は、上記（６）一般行政職の級別職員数の状況の表中５級であり、かつ、主幹の職にある職員又
は６級以上の職にある職員のほか、規則で定められた管理職以上の職員に適用されます。

　（１０）職員手当の状況

相生市 国
（２６年度支給割合）

同じ

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　有
【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況

　期末手当及び勤勉手当は、民間企業のボーナスにあたるものです。期末手当は６月１日及び１２月１日
（これらの日を基準日といいます。）にそれぞれ在職する職員の在職期間に応じて支給され、勤勉手当は
基準日にそれぞれ在職する職員に対し、基準日以前６ヵ月以内の期間におけるその者の勤務成績に応
じて支給されます。また、平成２６年度における支給割合等は過去１年間の民間企業のボーナス支給実
績を反映した結果となっています。

相生市 国

　（26年度退職者 普通会計平均額）

職員全体に占める手当支給職員の割合
支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度普通会計決算）

代表的な手当
の名称

支給額の多い手当

多くの職員に支給されている手当

平成２６年度
支給総額（普通会計決算） 職員１人当たり平均支給年額

33,550千円 148千円

平成２５年度
支給総額（普通会計決算） 職員１人当たり平均支給年額

31,199千円 139千円

平成２６年度
支給総額（普通会計決算） 職員１人当たり平均支給年額

32,083千円 544千円

平成２５年度
支給総額（普通会計決算） 職員１人当たり平均支給年額

33,287千円 564千円



　　⑥その他の手当の状況（平成２７年４月１日現在）
国 支給実績

配偶者　　 13，000円/月

扶養親族　一人につき6，500円/月

（注）１　支給実績及び職員１人当たり平均支給年額は、平成２６年度普通会計決算より算出しています。
　　　２　持家に係る住居手当については、平成２１年１２月１日から廃止しています。

（平成２７年４月１日現在）

期末手当
　６月期 1.98月分
１２月期 2.13月分

計 4.10月分

期末手当
　６月期 1.98月分
１２月期 2.13月分

計 4.10月分
（注）　給料の（　　　）内は、減額措置を行う前の金額です。

相生市 職員１人当たり平均支給年額

扶養手当 同じ 22,534千円 228千円
　ただし16歳～22歳まで5，000円加算

65千円自動車等利用者（2㎞以上）

　　　2，000円～31，600円/月

住居手当 借家27，000円/月を限度 同じ 7,729千円 309千円

718,000円
(756,000円）

通勤手当

交通機関利用者　55，000円/月を限度

同じ 8,982千円

議　員 392,000円

　（１１)特別職の報酬等の状況　　　　　　

区　　分 給料月額等

給料
市　長

820,000円
(912,000円）

副市長

期末手当

市　長
副市長

（26年度支給割合）

議　長
副議長
議　員

（26年度支給割合）

報酬

議　長 503,000円

副議長 431,000円



３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）　一般職員の勤務時間の状況（一般的な市役所勤務の場合）

１週間の勤務時間

時間 開始時間 終了時間

勤務時間 ７時間４５分 8時30分 17時15分

休憩 １時間 12時00分 13時00分

（２）　一般職の年次休暇の状況（平成２６年分）

３８時間４５分

７．５日平均取得日数

年次休暇 １年を通じ２０日以内

（平成２７年４月１日現在）



（３）　特別休暇等の種類と日数

（平成２７年４月１日現在）

種　　類 日　　　　数

公傷病休暇 ３年以内

私傷病休暇 ９０日以内

予定日以前８週間（多胎妊娠14週間）

出産日後８週間

育児時間 １日２回それぞれ３０分以内

生理休暇 ２日以内

結婚休暇 ５日以内

配偶者の出産休暇 ２日以内

男性職員の育児参加休暇 ５日以内

忌引休暇 ７日以内

夏季休暇 ３日以内

ボランティア休暇 ５日以内

子の看護休暇 ５日以内

短期介護休暇 ５日以内

組合休暇（無給） ３０日以内

介護休暇（無給） 連続する６月以内

産前及び産後の休暇



（４）　育児休業の取得状況（平成２６年度）

男性 女性 計

－ １３人 １３人



４　職員の服務の状況

（１）　法令等及び上司の職務上の命令に従う義務

（２）　職務に専念する義務

（３）　信用失墜行為の禁止

（４）　秘密を守る義務

（５）　政治的行為の制限

（６）　争議行為の禁止

（７）　営利企業等の従事制限

　地方公務員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の
遂行にあたっては、全力を挙げてこれに専念しなければならないと法律で定めら
れています。職務を遂行する上で職員が守るべき義務は、次のとおりです。

　職員は、その職務を遂行するにあたって、法令、条例規則、上司の職務命令に
忠実に従わなければなりません。

　職員は、争議行為（ストライキ）をしてはいけません。

　職員は、許可なしに営利を目的とする会社その他の団体等の役員を兼ね、また
は、自ら営利を目的とする企業を営み、または、報酬を得ていかなる事業・事務に
従事してはいけません。

　職員は、その勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責遂行のために
用い、その職務にのみ従事しなければなりません。

　職員は、その職の信用を傷つけ、または職員全体の不名誉となるような行為を
してはいけません。

　職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。

　職員は､政党その他の政治団体の結成に関与したり、役員になったり、これらの
構成員になるよう、また、ならないよう勧誘してはいけません。



５　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）　平成２６年度職員研修の状況

受講人数

１０人

１３人

１９人（人権研修推進委員）
※研修は、全職員が受講。

６人

４人

２１人

１６人

１６人

３８人

０人

４５人

１８８人

２２人

３５人

１６人

５人

３人

０人

１人

１人

０人

６人

８９人

２７７人

陸上自衛隊

行政実務基礎研修

国内派遣研修

　職員一人ひとりが、全体の奉仕者であることを改めて自覚し、意欲をもって職務に取り
組み、住民に身近な行政サ－ビスの担い手としての心構えや効率的な行政運営を行う
ための経営感覚を身につけるため、様々な研修を行っています。

平成２６年度の職員研修の状況

研修名・派遣研修機関

市単独研修

管理職研修（講演会：行政サービスと管理職）

管理職研修（先見力向上）

新任職員研修

行政能力向上研修

人権研修

監督職研修（行政経営・コスト意識向上）

合計

派遣研修

計

政策課題研究

一般職研修（役割認識）

自治大学校

普通救命講習

国土交通大学校

播磨自治研修協議会

兵庫県市長会

計

市町村職員中央研修所

兵庫県自治研修所

兵庫県

兵庫県市町村振興協会

全国市町村国際文化研修所



部課長級 課長補佐・係長級

組織管理能力 知識・技能

能力 対人能力 能力 政策形成能力

政策形成・判断能力 対人能力

部下指導能力 組織管理・部下指導能力

公務員倫理 公務員倫理

人権感覚（国際感覚的要素加味） 人権感覚（国際感覚的要素加味）

自己成長意識 自己成長意識

市民感覚 市民感覚

業務処理実績（業務遂行能力） 業務処理実績（業務遂行能力）

業務改革実績（コスト・改革意識） 業務改革実績（コスト・改革意識）

一般職 技労職

知識・技能 体力

能力 理解力 能力 機敏さ

表現力・正確性 熟練

対人能力 知識・技能

公務員倫理 理解力

人権感覚（国際感覚的要素加味） 協調性・勤勉性

自己成長意識 注意力・安全観察

市民感覚 市民感覚・公務員倫理

業務処理実績（業務遂行能力） 業務処理実績（業務遂行能力）

業務改革実績（コスト・改革意識） 業務改革実績（改革意識）

業績

意識行
動

業績

意識行
動

業績

（２）　勤務成績の評定の状況

意識行
動

業績

 　相生市では、職員の能力開発及び人材育成に資することを目的とし、他都市に先駆け従
来から全職員（一部教育職を除く。）を対象に勤務成績の評定を行っています。その結果は、
人事異動、昇任、給料（昇格・昇給）、勤勉手当（ボ－ナス）に的確に反映しています。なお、
階層別の評定項目は、以下のとおりです。

階層別評定項目

意識行
動



６　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）　職員の健康管理に関する事業の実施状況（平成２６年度）
　　職員の健康保持と疾病予防のため、相生市職員安全衛生管理規程第１７条の規定に基づき、
　職員の健康診断を定期的に行っています。

区　　分
定期健康診断
特別健康診断

（２）　公務災害及び通勤災害の発生状況（平成２６年度）
　　災害補償制度は、職員が公務上の災害（負傷、疾病、障害及び死亡）又は通勤よって災害を
　受けた場合に、その災害によって生じた損害の補償と、被災職員及びその遺族の援護など必要
　な事業を行うことを目的としています。
　　災害の認定及び補償については、地方公務員災害補償基金兵庫県支部が行っています。
　　　

災害区分（認定）
公務災害
通勤災害

計

１件
０件
１件

受診者数
１８４人
　　３人

認定件数



【予算額、補助金、会費等について】

共済会予算額 15,410千円 　（平成26年度比　△460千円　△2.9％）

公費補助額 2,500千円 　（平成26年度比　　　　　0円）

会費額 6,400千円 　給料の0.7％

その他収入額 6,510千円 　手数料、行事参加負担金、基金繰入金等

会員数 249人 　平成２７年４月１日現在

【各種事業について】

種　　　　別 事業名 備考

弔慰金

出産見舞金

病気見舞金

結婚祝金

入学祝金

結婚記念祝金

退会給付金

研修給付費

特症給付金

特定給付金

災害備蓄給付費

職員交流費

健康増進事業

リフレッシュ事業

イベント協賛事業

クラブ活動推進事業

厚生事業

（３）　職員の福利厚生の状況

福利厚生事業

　職員の福利厚生制度として、地方公務員法第４２条の規定に基づき、相生市職員共済会を設置
し、会員の会費及び市からの補助金等により事業を行っています。主な事業は下記のとおりです。

財源は､会費及び市補助金等により運営

給付事業 財源は､全額会費により運営



７　公平委員会の状況

勤務条件に関する措置の要求件数 ０件

不利益処分に関する不服申立て件数 ０件

平成２６年度における業務の状況




